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研究成果の概要：本研究では，熊本市中心市街地を分析対象として，中心市街地の低・未利用

地を効率的用途への変更を促し，地域価値を高める支援策の総合的な政策評価手法を提案した．

そのために，無人時間貸し平面駐車場の地権者に対して実施した「土地利用意向調査」と「土

地の有効利活用に必要な支援策アンケート調査」の分析結果から，1)地権者の用途変更モデル，
2)地価関数の推定，3)費用便益，税収，政策オプション価値といった評価指標によって各種支
援策の政策評価を行った．これらの結果より，日本型 TIF 制度導入の可能性について検討を行

った．
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１．研究開始当初の背景
中心市街地活性化は中心部の商業機能の
活性化という色合いが濃かったが，今後は中
心市街地エリアの魅力や価値を向上させる
エリアマネジメントが必要である．さらに，
中心市街地と郊外部を包括した都市圏全域
の価値向上のための広域エリアマネジメン
トを行う必要があり，そのための地域価値の
定義，地権者や居住者の価値意識の把握，地
域価値向上のための政策立案，政策評価シミ
ュレーション，政策評価など技法の開発が望
まれているところである．

２．研究の目的

本研究の目的の概要は下記であった．
(1) 時間貸しの平面・立体駐車場の実態，
および駐車場利用者の利用意識，地権者の
土地利活用・支援策に関する意識を把握す
る．
(2) エリアマネジメントの評価に必要な地
域価値を構成する要素とその評価，総合化
の手法を開発する．
(3) 低・未利用地の有効利活用を促進する
モデル街区を選定し，上記の実効性のある
支援策による費用や波及効果の定量化，整
備手法やプロセスなどの検討を行う．
(4) 一連のプロセスを総合化するエリアマ
ネジメントの試案を作成する．
(5) エリアマネジメントにより生じる外部
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性など，政策評価手法の開発を行う．

３．研究の方法
図１に示す熊本市の中心市街地を対象と
して，1) 低・未利用地の典型的な形態であ
る無人時間貸し平面駐車場の実態を経年的，
定量的に把握すること，2) 無人時間貸し平
面駐車場の利用者の利用実態と利用意識を
把握すること，3) 位置や形態などの駐車場
特性と利用者の回遊特性との関係を明らか
にすることである．さらに，4) 都心部の交
通整序化と来訪者のまち歩きの活発化によ
る都心の賑わい回復，および土地の高度利用
という視点から，駐車場形態とその配置など，
中心市街地の活性化にも寄与する無人時間
貸し平面駐車場の駐車場としての利活用，お
よびその整備方策を提言することにある．
そのために図２のような総合的な調査・分
析を行っている．まず，「駐車場利用実態調
査」により，低・未利用地の典型的な形態で
ある無人時間貸し平面駐車場の実態と利用
特性を把握した．また，「駐車場利用者意識
調査」によって，駐車場利用者の実態と利用

意識，および，駐車場特性と駐車後の回遊行
動特性との関係を分析した．

４．研究成果
現在の無人時間貸し平面駐車場を駐車場
として利・活用する際のマネジメントとして
は下記が結論である．
(1) 中心市街地の無人時間貸し平面駐車場の
増加によって，同一目的のトリップの郊外部
から都心への目的地変更，公共交通機関から
の利用手段変更，駐車場探しのうろつき交通
の増加などにより，都心部の交通需要は増加
している．
(2) 中心市街地にある無人時間貸し平面駐車
場はその規模や位置，および駐車後の利用者
の回遊行動特性により，特性が異なる幾つか
のグループに類型化できる．
(3) 都心部への自動車交通の流入・通過を回
避することができること，駐車後の利用者の
まち歩きは非常に活発であり，回遊の活発化
による中心市街地の活性化にも寄与するとい
う点で，外縁部の時間貸し平面駐車場は，駐
車場を継続的に経営する場所として有効であ
る．
(4) 以上より，中心市街地外縁部の幹線街路
沿道にある幾つかの時間貸し平面駐車場の地
権者に対して，敷地を交換・共同化して立体
駐車場を整備するような施策の導入が望まれ
る．
(5) この地域の地権者は，土地の交換・共同
化によって敷地を拡大して駐車場事業を積極
的に行う意向を持っており，上記の施策は地
権者の意向にも整合している．
(6) 立体駐車場の利用者は外縁部の平面駐車
場利用者と同様かそれ以上に回遊行動を活発
に行っている．また，収容台数が大きく，料
金を低く抑える可能性のある外縁部での立体
駐車場整備は有効である．
(7) 店舗などの魅力的な訪問場所の整備と併
せて，中心市街地外縁部の駐車場を基点とし，
そこからの回遊経路周辺の歩行環境やコモン
スペース整備が必要である．
一方，駐車場以外のより効率的な用途の転
換を図るための支援策としては下記が考え
られる．
(1) 無人時間貸し平面駐車場の経営について，
個人・法人地権者ともに概ね満足している．
満足の理由としては「安定した収入」が最多
であり，安定性に魅力を感じていると考えら
れる．
(2) 地権者の66.7%が別の用途に転用したい
と考えており，土地の有効利活用のための支
援策として，「固定資産税の減税」と「建築規
制の緩和」を求める地権者が多い．地権者が
用途を変更する場合に最重視する項目は「収
益性」と「安定性」である．

図１ 対象地域
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(3) 各種の支援策によって地権者がどのよう
な用途に変更するかを予測する非集計型の変
更用途選択モデルを推定するために，「土地の
有効利活用に必要な支援策調査」を行った．
この調査は，現状と幾つかのケースの支援策
が実施された時，①オフィスビル，②共同住
宅，③立体駐車場，④事業用定期借地に転用
した場合の単年度の期待収益額や運用利回り
などを算出して各地権者に示し，変更したい
用途を選択してもらうというSP調査である．
変更用途選択モデルの推定結果を表１に示す．
(4) 多くの地権者が求める「指定容積率の最
大限利用」と「固定資産税・都市計画税の減
税」を行った際に，地権者がどのように用途
転用を行うかを予測し，政策評価シミュレー
ションを行う．これらの支援策を実施する場
合，都市計画制度の緩和や減税を行うことに
なることから，社会的な側面からの政策評価
が必要である．そこで，市街地再開発事業の
費用便益分析マニュアル案で用いられている
ヘドニック地価関数（推定結果は表２を参照）
を用いた費用便益分析と，リアルオプショ
ン・アプローチを用いて，これらの政策評価
を行った．
(5) 容積率を最大限利用できるようになるこ
とで地権者の用途選択に多様性を与えること
が可能となる．費用便益比は，両支援策とも
概ね2.0～3.0の間を示しており，社会的に見
て効率的な支援策であるといえる．（図３参
照）
(6) 減税策によって発生する減税額は，行政
が用途変更区域外の地域住民の環境改善のた
めの投資額と考えることができる．減税額に
対する用途変更区域外便益の比を見ると，両

支援策とも1.0を大きく超えており，減税策の
地域住民に与える効果は非常に高い．税収は，
減税率50%において単年で4000～6000万円の
税収の増加が見込まれる．（図４参照）
(7) 10年間何も政策を行わなかった場合と比
較して，減税策を行うことで得られる便益の
現在価値は大きく，支援策の価値は減税率60%
において最高で約45億円となる．（図５参照）
(8) 以上の結果より，支援策は地権者，地域
住民，行政の3者にとって有益であるといえる．
中心市街地活性化を図る上で，支援策は，中
心市街地が目指す方向性やコンセプトを決め
た上で，それらの条件にあう用途に転換して
もらうために行われるべきであると考える．
また，条件によっては減税，容積率の規制緩
和対象用途を限定するなどし，用途をコント
ロールすることも必要であろう．さらに，無

表１ 用途選択モデルの推定結果

説明件数 パラメータ ｔ値

期待収益（千万円） 0.91 1.86 
相対的リスク -0.17 1.12 

固定資産税（10万円） -0.16 2.27 
オフィスダミー 1.18 2.13 
立体駐車場ダミー -0.88 1.36 
λ 0.87 1.91 
尤度比 0.30 
的中率 0.66 

表２ ヘドニック地価関数の推定結果

説明件数 パラメータ ｔ値

オフィスビル ACC 0.0417 0.57 
共同住宅 ACC 0.542 1.13 
立体駐車場 ACC 0.0935 0.88 
平面駐車場 ACC -0.829 2.18 
戸建て住宅 ACC -2.15 1.71 
商業 ACC 0.107 5.02 

全面道路幅員（m） 7.22 6.79 
定数項 98.9 3.28 

F値 12.7 
決定係数 0.57 
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人時間貸し平面駐車場の用途変更を中心市街
地全体の整備へとつなげるために，用途変更
によって得られる税収の増加額を，中心市街
地の整備資金として利用できる制度も必要で
あると考える．
(9) 本検討結果は，域内で実施される開発事
業の結果として資産評価額が増加することに
よる財産税の増収分を，同地域の開発への再
投資に充てるというTIFの実行可能性を支持
している．
(10)行政による減税などの支援策によって民
間による自主的な開発を誘引し，その結果と
して得られる自立的な財源をその地域に再投
資する日本版 TIFのような制度を我が国にも
導入する際のフィージビリティスタディとし
て有用な知見を与える．
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